
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[105,774円]

類似団体内順位

18/42
全国市町村平均

115,856
栃木県市町村平均

109,111

(円)

180,000

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

159,602

80,867

111,974108,618111,565111,792
118,214

H21H20H19H18H17

105,774
103,590

108,631110,964110,028

給与水準   （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [6.55人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [12.8%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [56.4%]

類似団体内順位

7/42
全国市町村平均

92.8
栃木県市町村平均

55.5

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

248.1

10.1

103.1

119.0128.6

H21H20H19H18H17

56.466.261.6

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

那須塩原市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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【財政力指数】
　本市には、大型製造事業所や水力発電施設があることから、類似団体平均を上回る税収があ
り、財政力指数は高い水準にある。

【経常収支比率】
　本市は、類似団体平均を上回り、県内市町村平均と比較しても4.5ポイント上回っている。平成
21年度は依然として続く経済悪化で、法人税収に大幅な落ち込みなどの影響もあったが、人件
費、公債費、経常的な維持補修費の減などにより、経常経費充当一般財源が大幅に減少したた
め改善が見られている。今後も合併特例債の償還により公債費の増加が見込まれるため、事務
事業の評価見直しによる経常経費の削減に努め、財政弾力化の向上を図る。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
　本市は、人件費・物件費等の人口1人当たりの金額が類似団体平均を下回っている。要因とし
ては、定員適正化計画による目標削減率の達成や、業務の一部を一部事務組合で行っている
ために人件費が類似団体平均を下回っていることにある。今後も業務の民間委託等を進めてい
く中で物件費の占める割合が上がる傾向が推測されるため、引き続き人件費、物件費の総額で
の抑制に努めていく。

【ラスパイレス指数】
　本市は、類似団体と比較すると約2ポイント上回っており、前年度と比較するとほぼ横ばいの状
況である。今後もラスパイレス指数の動きを注視するとともに給与の適正化に努める。

【将来負担比率】
　本市は、類似団体を大幅に下回っており、前年度と比較しても9.8ポイント下回っている。この要
因は下水道事業特別会計の地方債残高の減によるものである。今後、合併以前からの大型事
業が完了するに伴い、将来負担比率は減少していくものと見込まれる。

【実質公債費比率】
　本市は、類似団体平均を下回り、県内市町村平均をやや上回っている。合併特例債を活用し
ており、当面この削減については難しい面はあるものの、平成27年度からの地方交付税の合併
算定替による逓減を見据えて市債の発行を抑制するなど、後年度の負担軽減に努め、また、緊
急度、住民ニーズを的確に把握した事業の選択により、地方債の適正管理・適正執行により健
全な財政運営に努める。


